
賃貸住宅管理業登録申請書
作成の手引き

北海道開発局 事業振興部
建設産業課

令和３年６月１日

■お問い合わせ先

〒060-8511 札幌市北区北８条西２丁目札幌第１合同庁舎

北海道開発局 事業振興部 建設産業課 住宅宿泊管理業係・特定転貸事業適正化係

Ｔｅｌ：０１１－７０９－２３１１（内線 ５８８８）
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賃貸住宅管理業者の登録申請書作成の手引き

登録に当たって

令和３年６月１５日、「賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律」（以下「賃
貸住宅管理業法」という。）の全面施行に伴い、管理戸数２００戸以上の賃貸住宅
管理業※を営もうとする者は、施行日から１年以内に国土交通大臣への登録が義
務付けられました。（管理戸数が２００戸未満の者については、任意登録となります
が、登録を受けることにより社会的信用力が高まると考えられることから、登録する
ことを推奨しております。）

※賃貸住宅管理業とは、賃貸住宅の賃貸人から委託を受けて、以下の管理業務
を行う事業のことを指します。
①「賃貸住宅の維持保全を行う業務」 または、①及び②「当該賃貸住宅に係る
家賃、敷金、共益費その他の金銭の管理を行う業務」を併せて行う事業

サブリース事業者にあっても、上記の管理業務を行う場合、国土交通大臣の登録
を受けなければなりません。

登録に当たり、次ページ以降をご確認いただき、適正な申請をお願いいたします。
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賃貸住宅管理業者の登録申請書作成の手引き

賃貸住宅管理業の登録申請に当たり、まずは、欠格要件に該当しないことをご確認ください。

欠格要件

賃貸住宅管理業法第６条において、賃貸住宅管理業者として登録ができない者の要件
が記載されております。１０及び１１については、特にご注意ください。

次のいずれかに該当するとき （賃貸住宅管理業法第６条第１項１号～１１号）

１．心身の故障により賃貸住宅管理業を的確に遂行することができない者として国土交通
省令で定めるもの

２．破産手続き開始の決定を受けて復権を得ない者
３．登録を取り消され、その取消しの日から５年を経過しない者
４．禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律の規定により罰金の刑に処せられ、その執行
を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して５年を経過しない者

５．暴力団員等
６．賃貸住宅管理業に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認めるに足りる相
当の理由がある者として国土交通省令で定めるもの

７．営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人が前各号
のいずれかに該当するもの

８．法人であって、その役員のうちに上記１～６までのいずれかに該当する者があるもの
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賃貸住宅管理業者の登録申請書作成の手引き

９．暴力団員等がその事業活動を支配する者 
１０．賃貸住宅管理業を遂行するために必要と認められる国土交通省令で定める基準に 

適合する財産的基礎を有しない者 
↓ 基本的には、以下のいずれも満たすこと。※同等と見込める場合もあり。 
①負債の合計額が資産の合計額を超えないこと 
②支払い不能に陥っていないこと 
詳細は、「賃貸住宅管理業法制度概要ハンドブック」20ページ を参照してください。 

１１．営業所又は事務所ごとに第１２条の規定による業務管理者を確実に選任する（※） 
と認められない者 

（※）業務管理者の選任とは 

賃貸住宅管理業者の従業員が行う管理業務等の質を担保する必要があることから、法 
第１２条において、賃貸住宅管理業者は、従業員が行う管理業務等の指導・監督を行うた 
めに必要な知識及び能力等の一定の要件を備える者（業務管理者）をその営業所又は事 
務所ごとに一人以上選任し、当該者に一定の事項についての管理及び監督を行わせなけ 
ければならないこととされております。 
業務管理者が管理・監督しなければならない事項、業務管理者の要件につきましては、 

「賃貸住宅管理業法制度概要ハンドブック」 業務管理者（26ページ）によりご確認ください。 
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賃貸住宅管理業者の登録申請書作成の手引き

登録申請方法等

登録申請は、「賃貸住宅管理業登録等電子申請システム」（電子による申請）を利用して
行うことを原則としますが、紙による郵送（書面による申請）も可能としております。

申請に当たっては、あらかじめ以下のホームーページをご確認ください。

（※登録申請に係る必要書類等、提出方法、電子申請システム（リンク）、操作マニュアル
等が掲載されております。） 賃貸住宅管理業法に係る賃貸住宅管理業登録申請等

新規申請される方は、「登録申請に係る必要書類一覧（新規・更新）」（本手引き8ページ）
により、書類を提出していただきます。以下に注意点を記載しますので、ご確認ください。

◆注意点
・電子による申請の場合は、必要となる添付書類は原本ではなくPDF化した上で、シス
テムの所定欄に添付してください。ただし、その場合であっても、「登録申請書（第６面）」
は、必ず、登録免許税納付書・領収証書の原本を貼り付けて郵送していただく必要があ
ります。
・「その他必要と認める書類」として業務の状況に関する書面を補完する管理物件一覧
表※は、申請時または申請時から３ヶ月以内にメールまたは郵送により提出してくだ
さい。
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賃貸住宅管理業者の登録申請書作成の手引き

※管理物件一覧表とは
申請時において登録申請者が管理受託契約を締結している賃貸住宅の名称、所在地、
管理戸数等を記載した台帳のこと。上記の三点は必ず記載してください。（様式は任意）
なお、管理戸数については、「業務の状況に関する書面（別記様式第４号）」の管理戸数
と整合するよう留意してください。

・「返信用封筒」について
電子申請システムを利用した申請者に対しては、当該システム内にて登録通知を行い
ますので、申請状況について都度ご確認ください。なお、登録通知書を希望する方は、
登録申請書第６面郵送時に併せて、返信用封筒を同封してください。
書面申請の方は、登録通知書によりお知らせいたしますので、必ずA４サイズの返信
用封筒に１２０円分の切手を貼付し、宛先を記載の上、必要書類とともに郵送してください。

■提出先（書面の郵送先）
〒060-8511 札幌市北区北８条西２丁目札幌第１合同庁舎
北海道開発局 建設産業課 賃貸住宅管理業担当 宛
Ｍａｉｌ：hkd-ky-tintai@gxb.mlit.go.jp

※「その他必要と認める書類（管理物件一覧表）」のみ、メールによる提出も可能です。
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賃貸住宅管理業者の登録申請書作成の手引き

新規登録時に必要な費用

賃貸住宅管理業者の登録申請（新規登録）する場合は、登録免許税法に基づき、登録免
許税として現金９万円を納付していただき、登録申請書第６面に領収証書の原本を貼り付
けて郵送していただく必要があります。
（【e-TAX】で電子納付した証明書類の添付は認められません。）

納付先は、札幌国税局札幌北税務署（北海道札幌市北区北三十一条西７－３－１）とな
ります。

直接、札幌北税務署にて納付いただくか、国税収納を取り扱う金融機関（日本銀行一般
代理店、歳入代理店等に指定されている金融機関）にて納付してください。
（納付書用紙は、税務署あるいは一部の金融機関等で入手可能です。）

札幌北税務署以外の税務署では、納付先を札幌北税務署とした納付はできませんので
ご注意ください。金融機関でお支払い頂く場合の納付書の記載例については、15ページを
ご確認ください。

※新規申請時においては、収入印紙での納付はできませんので
ご注意ください。
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【法人の場合】

1 登録申請書（第一面～第六面）【規則第六条 別記様式第一号】 賃貸住宅管理業登録等電子申請システムによる申請の場合においても、郵送による申請と同様、第六面にお
いては登録免許税納付書・領収証書、又は収入印紙の原本を貼り付けのうえ郵送

2 定款又は寄付行為

3 登記事項証明書 本店所在地の法務局（登記所）が発行する法人の履歴事項全部証明書
（発行日から３か月以内のもの）※写しによる提出可

4 法人税の直前一年の各年度における納付すべき額及び納付済額を証する書面 納税証明書（その１）　※写しによる提出可

5 役員が破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当しない旨の市町村（特別区を
含む）の長の証明書（身分証明書）

本籍地の市区町村が発行する身分証明書（発行日から3ヶ月以内のもの）
※役員（代表取締役、取締役、監査役、代表執行役、執行役、会計参与等）全員について必要※写しによ
る提出可

6 役員並びに相談役及び顧問の略歴を記載した書面【規則第七条　別記様式第二号】

7

相談役及び顧問の氏名及び住所並びに発行済株式総数の百分の五以上の株式を有する
株主又は出資の額の百分の五以上の額に相当する出資をしている者の氏名又は名称、住
所及びその有する株式の数又はその者のなした出資の金額を記載した書面
【規則第七条 別記様式第三号】

8 最近の事業年度(※)における貸借対照表及び損益計算書
最近の事業年度における貸借対照表が債務超過となっている場合、登録申請日を含む事業年度の直前２か
年分の貸借対照表及び損益計算書を提出
(※)申請日を含む事業年度の前事業年度をいう。

9 業務等の状況に関する書面【規則第七条 別記様式第四号】

10 業務管理者の配置状況【規則第七条 別記様式第五号】

・登録証明事業実施機関が発行する証明書を添付（※）または、
・宅地建物取引士証及び指定講習機関が発行する指定講習修了証を添付
※令和２年度までに賃貸不動産経営管理士試験に合格し、令和４年６月までに登録した賃貸不動産経営
管理士においては、賃貸不動産経営管理士証及び移行講習機関が発行する移行講習修了証を添付
※写しによる提出可

11 法第六条第一項第二号から第四号まで、第六号及び第八号から第十一号までのいずれに
も該当しないことを誓約する書面 【規則第七条 別記様式第六号】

12 その他必要と認める書類

業務の状況に関する書面を補完する管理物件一覧表（※）
(申請時または申請時から３ヶ月以内にメールまたは郵送にて提出）
※登録申請者が管理受託契約を締結している賃貸住宅の名称、所在地、管理戸数等を記載した台帳
※台帳の様式は任意ですが、申請先によって参考様式を定めている場合がありますので、詳細は申請先地方整
備局等のホームページをご覧ください。

13 返信用封筒 登録通知書の発行を希望する者は、所管の地方整備局等へＡ４サイズの返信用封筒に宛先を記載の上
120円分の切手を貼付し郵送

【個人の場合】

1 登録申請書（第一面～第六面）
【規則第六条 別記様式第一号】

賃貸住宅管理業登録等電子申請システムによる申請の場合においても、郵送による申請と同様、第六面にお
いては登録免許税納付書・領収証書、又は収入印紙の原本を貼り付けのうえ郵送

2 所得税の直前一年の各年度における納付すべき額及び納付済額を証する書面 ※写しによる提出可

3 登録申請者が破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当しない旨の市町村の長
の証明書（身分証明書）

本籍地の市区町村が発行する身分証明書（発行日から3ヶ月以内のもの）
※写しによる提出可

4 登録申請者の略歴を記載した書面【規則第七条 別記様式第二号】

5 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であって、その法定代理人が法人
である場合においては、その法定代理人の登記事項証明書（注５）

本店所在地の法務局（登記所）が発行する法人の履歴事項全部証明書
（発行日から３か月以内のもの）※写しによる提出可

6 財産に関する調書【規則第七条 別記様式第七号】 財産に関する調書が債務超過となっている場合、登録申請日を含む事業年度の直前２か年分の貸借対照表
及び損益計算書を提出

7 業務等の状況に関する書面【規則第七条 別記様式第四号】

8 業務管理者の配置状況【規則第七条 別記様式第五号】

・登録証明事業実施機関が発行する証明書を添付（※）または、
・宅地建物取引士証及び指定講習機関が発行する指定講習修了証を添付
※令和２年度までに賃貸不動産経営管理士試験に合格し、令和４年６月までに登録した賃貸不動産経営
管理士においては、賃貸不動産経営管理士証及び移行講習機関が発行する移行講習修了証を添付
※写しによる提出可

9 法第六条第一項第一号から第七号まで及び第九号から第十一号までのいずれにも該当し
ないことを誓約する書面【規則第七条 別記様式第八号】

10 本人確認書類 住民票の写し（発行日から3ヶ月以内のものかつマイナンバーが記載されていないもの）

11 その他必要と認める書類

業務の状況に関する書面を補完する管理物件一覧表（※）
(申請時または申請時から３ヶ月以内にメールまたは郵送にて提出）
※登録申請者が管理受託契約を締結している賃貸住宅の名称、所在地、管理戸数等を記載した台帳
※台帳の様式は任意ですが、申請先によって参考様式を定めている場合がありますので、詳細は申請先地方整
備局等のホームページをご覧ください。

12 返信用封筒 登録通知書の発行を希望する者は、所管の地方整備局等へＡ４サイズの返信用封筒に宛先を記載の上
120円分の切手を貼付し郵送

（注１）郵送にて申請を行う場合に提出する部数は、正本１部

表１　登録申請に係る必要書類一覧（新規・更新）

（注２）宅地建物取引業法第2条第3号に規定する宅地建物取引業者又はマンションの管理の適正化の推進に関する法律第2条第8号に規定するマンション管理業者で、法人の場合は番号２及び３並びに
番号５～７の書類、個人の場合は番号３～５の書類の添付について、それぞれ省略可能。また、賃貸住宅管理業者登録規程第２条第４項に規定する賃貸住宅管理業者が登録申請する場合で、法人の場
合は番号２及び３並びに番号５、個人の場合は番号３及び番号５の書類の添付について、それぞれ省略可能。 ただし、登録を実施するために、省略書類その他書類を必要に応じて求める場合があります。

（注３）新規設立の法人で、最初の決算期を迎えていない法人にあっては、番号４の添付書類及び番号８の損益計算書に代えて、開業時の貸借対照表（会社の設立時や会社の開業時に作成される貸借対
照表のことをいう。）を添付すること。

（注４）登録申請者は、法第6条第1項に該当する事由の有無の審査のため、登録を実施するために提出した書類に記載の個人情報が警察当局に提供されることに同意の上、書類を提出してください。

（注５）個人が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合においては、その法定代理人（法定代理人が法人である場合においては、その役員）を含めて提出する必要があります。

番号 書類の名称 備考
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別記様式第一号（第六条関係）

　地方整備局長

北海道開発局長

登録申請者

（有効期間：　　　　年　　月　　日～　　　　年　　月　　日）

登録の ※ 国土交通大臣登録（　　） 第 号

※

１．新規　２．更新

項番 ◎　商号、名称又は氏名及び住所 法人・個人の別

１１ 1 １．法人

２．個人

－

※

◎　代表者又は個人に関する事項

１２

S － 年 月 日

※

殿

※ 有効期間

フ リ ガ ナ

住 所

霞ヶ関不動産株式会社

代表取締役　霞ヶ関　太郎

東京都千代田区霞が関２－１－３

国土交通ビル１階１０１号室 確認欄

　　　　年　　　　月　　　　日まで

法 人 番 号 １２３４５６７８９０１２３

カスミガセキフドウサン

性 別 □ 男性 □ 女性

氏 名 霞ヶ関　太郎

生 年 月 日 ４０ ０１ ０１

種類 登録年月日 　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　年　　　　月　　　　日から

フ リ ガ ナ カスミガセキ　タロウ

商 号 、 名 称 霞ヶ関不動産株式会社

又 は 氏 名

郵 便 番 号 １００ ８９１８

受付番号 受付年月日 申請時の登録番号

※ ※ （　　）

（Ａ４）

賃 貸 住 宅 管 理 業 者 登 録 申 請 書
（第一面）

令和〇年　〇月　〇日

　賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律第4条第１項の規定により、賃貸住宅管理業者の
登録の申請をします。この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

商 号 又 は 名 称

氏 名

（法人である場合においては、代表者の氏名）

電 話 番 号 ０３－５３５３－８１１１
ファクシミ リ番

号
０３－５３５３－１５５７

登録番号

確認欄

① 申請先の地方整備局名を記入すること。

② 登録申請者が未成年である場合には、法定代理人の同意書を添付すること。

③ 登録申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

④ 「申請時の登録番号」の欄は、更新の場合にのみ記入すること。

⑤ 「登録の種類」の欄は、該当する番号を記入すること。

⑥ 法人の場合は法人番号を記入すること。※法人番号とは、国税庁から指定・通知
される13桁の番号。（商業登記簿の会社法人等番号12桁の左側に1桁を付加したも
の）商号又は名称の「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰めで記入し、そ
の際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。なお、フリガナに会社の種類（カ
ブシキガイシャなど）は記入しないこと。また、「商号又は名称」も、上段から左
詰めで記入すること。

⑦ 「法人・個人の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

⑧ 代表者又は個人に関する事項について、法人の場合で代表者が複数存在するときに
は、申請者である代表者について記入し、その他の者については、第二面の役員に
関する事項の欄に記入すること。例えば、株式会社の場合で代表取締役が複数存在
するときには、申請者である代表取締役について記入し、その他の者については第
二面の役員に関する事項の欄に記入すること。

⑨ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで記入すること。また、「氏名」欄も姓と名
の間に１文字分空けて記入すること。

⑩ 「生年月日」の欄は、最初の□には下表により該当する元号のコードを記入すると
生年月日ともに、１桁の場合は数字の前に「０」を記入すること。

②

③ ④

⑤

⑥

⑧

⑨

⑩

⑪

⑦
（記入例） M 明治 S 昭和 R 令和

T 大正 H 平成

S － 年 月 日４０ ０１ ０１

✔

①
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項番 ◎　法定代理人に関する事項

１３ 法人・個人の別

1 １．法人

２．個人

－

－ 年 月 日

※

◎　法定代理人の代表者に関する事項（法人である場合）

１４

S － 年 月 日

※

◎　法定代理人の役員に関する事項（法人である場合）

１５

S － 年 月 日

※

１５

－ 年 月 日

※

１５

－ 年 月 日

※

１５

－ 年 月 日

※

確認欄

性 別 □ 男性 □ 女性

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

確認欄

性 別 □ 男性 □ 女性

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

確認欄

性 別 □ 男性 □ 女性

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

確認欄

性 別 □ 男性 □ 女性

フ リ ガ ナ カスミガセキ　ジロウ

氏 名 霞ヶ関　次郎

生 年 月 日 ４４ ０３ ０１

確認欄

性 別 □ 男性 □ 女性

フ リ ガ ナ カスミガセキ　タロウ

氏 名 霞ヶ関　太郎

生 年 月 日 ４０ ０１ ０１

確認欄

性 別 □ 男性 □ 女性

生 年 月 日

郵 便 番 号 １００ ８９１８

東京都千代田区霞が関２－１－３

住 所 国土交通ビル１階１０１号室

カスミガセキフドウサン

商 号 、 名 称 霞ヶ関不動産株式会社

又 は 氏 名

フ リ ガ ナ

（第二面）

受付番号 申請時の登録番号

※ （　　）

① 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「申請時の登録番号」の欄は、更新の場合にのみ記入すること。

③ 「個人」を選択した場合、生年月日及び性別まで記載すること。

④ 「法人」を選択した場合は、項番１３の生年月日及び性別は記載不要だが、項番１
４（代表者）及び１５（役員）に関する事項を記載すること。

②①

③

④

10



項番 ◎ 役員に関する事項（法人である場合）

２１

S － 年 月 日

※

２１

S － 年 月 日

※

２１

S － 年 月 日

※

２１

S － 年 月 日

※

２１

－ 年 月 日

※

２１

－ 年 月 日

※

確認欄

性 別 □ 男性 □ 女性

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

確認欄

性 別 □ 男性 □ 女性

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

確認欄

性 別 □ 男性 □ 女性

フ リ ガ ナ カスミガセキ　シロウ

氏 名 霞ヶ関　四郎

生 年 月 日 ４８ ０５ ０１

確認欄

性 別 □ 男性 □ 女性

フ リ ガ ナ カスミガセキ　サブロウ

氏 名 霞ヶ関　三郎

生 年 月 日 ４４ ０３ ０１

確認欄

性 別 □ 男性 □ 女性

フ リ ガ ナ カスミガセキ　ジロウ

氏 名 霞ヶ関　次郎

生 年 月 日 ４４ ０３ ０１

確認欄

性 別 □ 男性 □ 女性

フ リ ガ ナ カスミガセキ　ハナコ

氏 名 霞ヶ関　花子

生 年 月 日 ４２ ０２ ０１

（第三面）

受付番号 申請時の登録番号

※ （　　）

① 第三面は、申請者が法人の場合にのみ記入すること。なお、第三面に記載しきれな
い場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付すること。

② 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

③ 「申請時の登録番号」の欄は、更新の場合にのみ記入すること。

④ 役員に関する事項の欄は、第一面で代表者として記入した者については記入しない
こと。

⑤ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰で記入
し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」欄も姓と名
の間に１文字分空けて左詰めで記入すること。

⑥ 「生年月日」の欄は、最初の□には下表により該当する元号のコードを記入すると
生年月日ともに、１桁の場合は数字の前に「０」を記入すること。

③

⑤

⑥

②

①

④

（記入例） M 明治 S 昭和 R 令和

T 大正 H 平成

S － 年 月 日４０ ０１ ０１✔

✔

✔

✔
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項番 ◎　営業所又は事務所に関する事項

３０

－

※

３０

－

※

３０

－

※

３０

－

※

営業所又は事務
所の別

1.主たる営業所又は事務所　2. 従たる営業所又は事務所

営業所又は事務
所の名称

所 在 地

東京都千代田区霞が関２－１－２

営業所又は事務
所の別

1.主たる営業所又は事務所　2. 従たる営業所又は事務所

確認欄

電 話 番 号

郵 便 番 号

確認欄

電 話 番 号

郵 便 番 号

営業所又は事務
所の名称

所 在 地

電 話 番 号 ０３－５２３５－８１１１

所 在 地

確認欄

電 話 番 号 ００－１２３４－５６７８

２号店

郵 便 番 号 １００ ８９１８

営業所又は事務
所の別 2 1.主たる営業所又は事務所　2. 従たる営業所又は事務所

営業所又は事務
所の名称

所 在 地

1.主たる営業所又は事務所　2. 従たる営業所又は事務所

営業所又は事務
所の名称

東京都千代田区霞が関２－１－３

確認欄

（第四面）

受付番号 申請時の登録番号

※ （　　）

本店

郵 便 番 号 １００ ８９１８

営業所又は事務
所の別 1

① 第四面は、項番３０の事務所ごとに作成すること。

② 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

③ 「申請時の登録番号」の欄は、更新の場合にのみ記入すること。

④ 「事務所の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

⑤ 「営業所又は事務所の名称」の欄は、主たる事務所であれば「本店」、従たる事務
所であれば支店名のみを記入すること（商号は記載不要）。

⑥ 「所在地」の欄は、都道府県名から記載し、「丁目」「番」及び「号」をそれぞれ
―（ダッシュ）で区切り、上段から左詰めで記入すること。

⑦ 「電話番号」の欄は、市外局番、市内局番、番号をそれぞれ―（ダッシュ）で区切
り、左詰めで記入すること。

③

①

②

④
⑤

⑥
⑦

（記入例）

（記入例） ０３－５２３５－８１１１

東京都千代田区霞が関２－１－３

（※本店において法第２条第２号に規定する管理業務を行わない場合、第四面への
本店の記載は不要）

（※本店において法第２条第２号に規定する管理業務を行わない場合、管理業務
を行う主たる営業所又は事務所を「本店」として記入する。）

12



項番 ◎　既に有している免許又は登録

３１

国土交通大臣
(１）第333333号

令和1年7月22日

マンションの管理の適正化の推進

に関する法律第４４条第１項の登録

賃貸住宅管理業者登録規程

　　第4条第1項の登録

国土交通大臣
(１）第111111号

国土交通大臣
(１）第222222号

業の種類 免許等の番号 免許等の年月日

宅地建物取引業法第３条第１項の

　 免許
平成29年7月20日

平成30年7月21日

（第五面）

受付番号 申請時の登録番号

※ （　　）

① 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「申請時の登録番号」の欄は、更新の場合にのみ記入すること。

③ 「免許等の年月日」の欄は、更新後の免許の有効期間の開始日ではなく、免許を当
初与えられた年月日を記入すること。

③

① ②

③

③
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A4
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① 申請業者での現在の職名を、履歴事項全部証明書に記載の役名で記入すること。

② 職歴期間は「自」に就職又は就任、「至」に退職又は退任の年月日を記入すること。

③ 最終学歴終了後から現在に至るまでの就職先・就任先名および職務内容、役名を記
入すること。

住　所

（フリガナ）

氏　名

職　名

自 平成21年　4月　31日

至 平成31年　3月　31日

自 平成31年　4月　31日

至 平成31年　3月　31日

自 平成21年　4月　31日

至 平成31年　3月　31日

自 平成21年　4月　31日

至 平成31年　3月　31日

自 平成21年　4月　31日

至 平成31年　3月　31日

自 平成21年　4月　31日

至 平成31年　3月　31日

自 平成21年　4月　31日

至 平成31年　3月　31日

自 平成21年　4月　31日

至 平成31年　3月　31日

自 平成21年　4月　31日

至 平成31年　3月　31日

自 平成21年　4月　31日

至 平成31年　3月　31日

上記のとおり相違ありません。

氏　名

職　歴

令和〇年　〇月　〇日

霞ヶ関　太郎

生年月日 昭和４０年　１月　１日

霞ヶ関不動産株式会社　営業業務に従事

霞ヶ関不動産株式会社
代表取締役　兼　専任の宅地建物取引士　就任

霞ヶ関　太郎

代表取締役、専任の宅地建物取引士

期　　間 従　事　し　た　職　務　の　内　容

（Ａ４）

別記様式第二号（第七条関係）

略　　歴　　書

東京都千代田区霞が関２－１－３
国土交通ビル１階１０１号室

カスミガセキ　タロウ

①

② ③
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① 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「申請時の登録番号」の欄は、更新の場合にのみ記入すること。

③ 就任した年月日は、最初の□には下表により該当する元号のコードを記入すると生
年月日ともに、１桁の場合は数字の前に「０」を記入すること。

※

４１ Ｈ － 年 月 日

S － 年 月 日

※

４１ － 年 月 日

－ 年 月 日

※

４１ － 年 月 日

－ 年 月 日

※

４１ － 年 月 日

－ 年 月 日

※

別記様式第三号（第七条関係）

添　付　書　類　

（第一面）

相 談 役 及 び 顧 問 （ 法 人 の 場 合 ）

受付番号 申請時の登録番号

（　　）

就 任 年 月 日 １０ ０４ ０１

フ リ ガ ナ 霞ヶ関　五郎

氏 名 カスミガセキ　ゴロウ

生 年 月 日 ５０ ０７ ０１

性 別 □ 男性 □ 女性

確認欄

就 任 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

性 別 □ 男性 □ 女性

確認欄

就 任 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

性 別 □ 男性 □ 女性

確認欄

就 任 年 月 日

女性

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

確認欄

住 所 東京都千代田区霞が関２-１-２

住 所

住 所

住 所

性 別 □ 男性 □

✔

（記入例） M 明治 S 昭和 R 令和

T 大正 H 平成

S － 年 月 日４０ ０１ ０１

③

①
②
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※

４２

S － 年 月 日

－

※

４２

－ 年 月 日

－

※

４２

－ 年 月 日

－

※

４２

－ 年 月 日

－

※

（第二面）

100分の５以上の株式を有する株主又は100分の５以上の額に相当する出資をしている者（法人の場合）

受付番号 申請時の登録番号

（　　）

フ リ ガ ナ カスミガセキ　タロウ

氏 名 又 は 名 称 霞ヶ関　太郎

生 年 月 日 ４０ ０１ ０１

性 別 □ 男性 □ 女性

保 有 株 式 の 数 １２３４ 株

（ 出 資 金 額 ） １０，０００，０００ （円）

郵 便 番 号 １００ ８９１８

確認欄

フ リ ガ ナ

氏 名 又 は 名 称

生 年 月 日

性 別 □ 男性 □ 女性

保 有 株 式 の 数 株

（ 出 資 金 額 ） （円）

郵 便 番 号

確認欄

フ リ ガ ナ

氏 名 又 は 名 称

生 年 月 日

性 別 □ 男性 □ 女性

保 有 株 式 の 数 株

（ 出 資 金 額 ） （円）

郵 便 番 号

確認欄

フ リ ガ ナ

氏 名 又 は 名 称

生 年 月 日

性 別 □ 男性 □ 女性

保 有 株 式 の 数 株

（ 出 資 金 額 ） （円）

郵 便 番 号

確認欄

割 合 １２．３４ ％　

住所又は所在地
東京都千代田区霞が関２－１－３
国土交通ビル１階１０１号室

割 合 ％　

住所又は所在地

割 合 ％　

住所又は所在地

割 合 ％　

住所又は所在地

① 申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「申請時の登録番号」の欄は、更新の場合にのみ記入すること。

③ 保有する株式の数および出資金額を記載すること。

④ 保有する株式が発行株式に占める割合（小数点第２位まで）を記載すること。

✔

③
④

① ②
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別記様式第四号（第七条関係）

１　業務の状況

申請日

２　財産の分別管理の状況

□

□

□

□ （ ）

備　考

　１．管理業務の実績については、申請日時点において有効な契約に基づく件数及び戸数を記入

　　　すること。

　２．財産の分別管理の状況は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、「その他」に

　　　ついては具体的状況を記述すること。

（Ａ４）

業務の状況に関する書面

令和〇年　〇月　〇日

管理受託契約に係る管理実務の実績 特定賃貸借契約に係る管理実務の実績

件

管理戸数 ２，３４５ 戸 管理戸数 ５，６７８ 戸

管理受託契約の件数 １，２３４ 件 特定賃貸借契約の件数 ４，５６７

契約金額(千円) ３，４５６

従事従業者数
１，０００(   １００   )

（うち業務管理者の数）

その他報告事項

家賃、敷金、共益費その他の金銭専用口座と自己の固有財産専用口座
を区分

受領した家賃、敷金、
共益費その他の金銭の

分別管理の状況

自己の帳簿（電磁的記録を含む）により管理受託契約ごとに区分

家賃、敷金、共益費その他の金銭の管理を行う業務を行っていない

その他

① 申請日において有効な契約に基づく実績を記入して下さい。(本法で規定する賃貸住
宅管理業を含まない管理受託は対象外)。なお、申請日時点で管理実績が全くない場
合は、各欄に「０」と記入すること。

② 賃貸人と直接契約した特定賃貸借契約（マスタリース）契約について、管理受託契
約の記載方法に準じて記入して下さい。(本法で規定する賃貸住宅管理業を含まない
特定賃貸借契約は対象外)。

③ 管理受託契約及び特定転貸借契約に基づき、申請日時点で賃貸人から受領している
管理報酬を記入して下さい（管理受託契約に基づいて行う管理事務において受領す
る手数料などを含む。）
※「申請日時点で賃貸人から受領している管理報酬」とは、委託者から支払われる
月額の管理報酬を指します。
・管理受託契約において年額の管理報酬のみ定められている場合
→月割計算した額を記入してください。

・管理受託契約において一定の報酬額の定めがなく、家賃等に連動する場合
→管理受託契約に基づき、申請月に賃貸人から受領する管理報酬額（見込み含
む）を記入してください。

※特定賃貸借契約に係る契約金額（家賃等）の記入は不要ですが、特定賃貸借契約
に基づき、申請日時点で賃貸人から受領している管理報酬（手数料などを含
む。）があれば記入して下さい。

④ 従事従業者数は、他の業務を兼務している従業者数も含みます。「うち業務管理者
の数」の数は、別記様式第五号（業務管理者の配置状況）に記載した者の数を記入
して下さい。

⑤ 管理受託契約に基づく管理業務において受領する家賃、敷金、共益費その他の金銭
（以下「家賃等」という。）を管理する口座と賃貸住宅管理業者の固有財産を管理
する口座を別とした上で、管理受託契約毎に金銭の出入を区別した帳簿を作成する
等により勘定上も分別管理する必要があるため、該当する選択肢をチェックして下
さい。該当する選択肢がない場合は、その他の選択肢をチェックし、具体的な内容
をに記入して下さい。なお、本項目は原則として、予定ではなく実際に実施してい
る分別管理の状況等を記入するものであるが、申請日時点で管理実績が全くない場
合に限り、将来的に管理を受託した際にどのように分別管理等を行う予定であるか
を記入して下さい。

①

②

③

④

⑤
✔

業務等の状況に関する書面

✔
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別記様式第五号（第七条関係）

業務管理者の配置状況

年 月 日

営業所又は事務所の名称
フ リ ガ ナ

有する資格 証明又は登録番号 証明又は講習修了年月日
業 務 管 理 者 の 氏 名

西日暮里
コッコウショウ サンタロウ □ 第十四条第一号 （１）１２３４５６ 令和 ３年１２月 ４日

国交省 三太郎 □ 第十四条第二号 （ ） 令和 年 月 日

東京
コッコウショウ ハナコ □ 第十四条第一号 （０）１２３４５６ 令和 ３年 ７月１５日

国交省 花子 □ 第十四条第二号 （ ） 令和 年 月 日

浜松町
コッコウショウ ケンシロウ □ 第十四条第一号 （ ） 令和 年 月 日

国交省 建四郎 □ 第十四条第二号 （東京）１２３４５６ 令和 ５年 ８月 ９日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第一号 （ ） 年 月 日

□ 第十四条第二号 （ ） 年 月 日

✔

✔

①令和３年度以降の登録証明事業実施機関が実施する登録試験に合格した者は、当該実
施機関から発行・交付された証明番号を記載すること
（添付書類）
・登録証明事業実施機関が発行する証明書

②令和２年度までの賃貸不動産経営管理士試験に合格し賃貸不動産経営管理士証の交付
を受けた者であって移行講習を修了した者は、移行講習修了証番号の１桁目を括弧内
に、２桁目以降を括弧の右側の欄に記載すること。
（例）移行講習修了証番号 第0123456号⇒証明又は登録番号の記載方法（0）123456

（添付書類）
・賃貸不動産経営管理士証及び移行講習機関が発行する移行講習修了証

③宅地建物取引士で管理業務に関する２年以上の実務経験があり指定講習を修了した者
は、宅地建物取引士証の登録番号を記入し、括弧内に登録を受けた都道府県名等を記
入すること。（指定講習修了証番号の記載は不要）
（添付書類）
・宅地建物取引士証及び指定講習機関が発行する指定講習修了証

①

✔

②

③
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殿○○地方整備局長

　登録申請者及び登録申請者の役員は、賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する
法律第６条第１項第２号から第４号まで、第６号及び第８号から第11号までのい
ずれにも該当しない者であることを誓約します。

令和年　〇月　〇日

商 号 又 は 名 称 霞ヶ関不動産株式会社

代 表 者 の 氏 名 代表取締役　霞ヶ関太郎

（Ａ４）

別記様式第六号（第七条関係）

誓　　約　　書

（法人用）

① 申請者本人が他の役員等を代表して誓約をしたものとする。
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別記様式第七号（第七条関係）

令和年　〇月　〇日現在

そ の 他 0

計 1,000,000

預 り 金 0

前 受 金 0

負 債

借 入 金 1,000,000

未 払 金 0

そ の 他 0

計 56,500,000

備 品 5,000,000

権 利 1,500,000

土 地 30,000,000

建 物 10,000,000

（Ａ４）

財産に関する調書

資 産 価 格 摘 要

資 産

現 金 預 金 10,000,000

有 価 証 券 0

未 収 入 金 0

① この調書は、登録申請者が個人である場合のみ、記入すること。

② 年月日は、申請日前３ヶ月以内の日付であること。

③ 「権利」とは、営業権、地上権、電話加入権その他の無形固定資産をいう。

④ 時価で記入すること。

⑤ 提出された登録申請日を含む事業年度の直前２か年分の貸借対照表及び損益計算書
において、当期純利益が生じている場合、または「事業主借」を控除した負債の合
計額が資産の合計額を超えていない場合など、「負債の合計額が資産の合計額を超
えて」いないことと同等又は同等となることが見込まれる場合には、「財産及び損
益の状況が良好である」と認めて差し支えないと規定している。そのため、「事業
主借」がある場合は「借入金」に合わせて算入した金額記入し、摘要欄に「うち事
業主借」と記載すること。

①
②

③
④

⑤
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